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建売分譲住宅ニーズ層の分析 （その２）

－－札幌市における住宅生協の供給住宅事例－－
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嵐

　　

子

はしがき

１

　

札幌市内における建売分譲住宅－－公的・民間

１１

　

住宅生協による建売分譲住宅

　

（１） 勤労住協

　

Ａ団地（高層アパート・住宅金融公庫融資付）

（以上， 前号）

（以下， 本号）

　

（２） 勤労住協

　

Ｂ・Ｃ・Ｄ団地 （土地付１戸建・住宅金融公庫融資付）

　

（３） 勤労住協

　

Ｅ・Ｆ団地（土地付１戸建・厚生年金還元融資付）

むすび

（２） 勤労住協

　

ＢｏＣｏＤ団地 （土地付１戸建・住宅金融公庫融資付）

Ｂ・Ｃ・Ｄ団地は， いずれも札幌市の郊外にお

ける土地付分譲の事例である。 みな， 発売後間も

　　　

表１７

　

入居申込者の年齢（Ｂ・Ｃ・Ｄ，団地）

なく完売された。 声援巽ミ Ｂ Ｃ Ｄ 計

～
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３９

～
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～

　　　

５４
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～

不

　　

明

３

７

１１

３

４

２

ハ ．

　

ｎ Ｘ Ｕ

　 　

ｒ ヘ リ

　 　

ー ふ

　 　

Ａ Ｉ

　 　

Ｉ ム

　 　 　 　 　 　

ー ←

９

１８

１４

５

３

ｌ

１６

３３

３０

９

１１

４

ｌ

，計 ３０ ２４ ５０ １０４

　　

ａ） ライフ・サイクル上の特徴 （表１７）

　　　　

年齢（歳） ＼

　　

．年齢分布は，２９歳までが１５．５％，３０～３４歳

　　

～

　　

２９

　　　

３

　　　

４

　　　

９

　　　

１６

が３２．０％，３５～３９歳 が２９，１％， ４０～４４歳 が８．

　　

～

　　

３４

　　　

７

　　　

８

　　　

１８

　　　

３３

７％，４５～４９歳が１０．７％， ５０～５４歳が３．９％であ

　　　

～

　　

３９

　　

１１

　　　

５

　　　

１４

　　　

３０

り，５５歳以上層はいない， Ａ団地にくらべて，２０

　　

～

　　

４４

　　　

３

　　　

１

　　　

５

　　　

９

歳台はすくなく，また５０歳台以上もすくない． す

　　

～

　　

４９

　　　

４

　　　

４

　　　

３

　　　

１１

なわち３０歳台に集中しているのが特徴的である．

　　

～

　　

５４

　　　

２

　　　

１

　　　

１

　　　

４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５５

　　　

～

最低年齢は２５歳（Ｄ団地３世帯）， 最高年齢は５３

　　

不

　　

明

　　　　　　

１

　　　　　　　

１
歳 （Ｂ・Ｃ・Ｄ団地３世帯） である． なお， Ｂ団

　　　

，計

　　　　

３。

　　

２４

　　　

５ｏ

　　　

，ｏ４

地は，２９歳（３世帯）が最低年齢であり，３０歳台

後半への集中が大きいので， Ｃ・Ｄ団地にくらべてやや高年齢層へ傾斜しているといえる．

　　

・家族構成 （表は略）． 家族の形態をみると，９１．６％が核家族であり， 老人 （あるいは親） をふ

くむ世帯は８世帯にすぎない． Ｂではゼロである。 このような， 核家族形態の圧倒的な大きさは，
Ａ団地におけると同様であり， 土地付１戸建住宅でも必ずしも老人を包含しやすい傾向をもっとは

いえないわけである． なお， これらの核家族が， 本来老人との同居を必要としないのかどうかは，

３３
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嵐

　

子

のちの調査にまたなくてはならない．

　　

・子どもの年齢． 子どもの学校段階についての記入はきわめて不備なので推定のほかはないが，
世帯主の年齢分布からみてＡ団地とほぼ同様に， 学齢前か義務教育段階の子どもが大半であると考

えてよい．

　　

ｂ） 収入水準

　　

・前年度総収入 （表１８）． 前年度総収入 （家族合算によるもの） は，２０１～２５０万円層１．９％，
２５１～３００万円層２４．３％，３０１～３５０万円層２７．２％，３５１～４００万円層２６．２％，４０１～４５０万円層１１．７％，

４５１～５００万円層４．９％，５０１万円以上層が３．９％である．Ａ団地にくらべ，収入水準は，中位への集

中が大きく （３００万円台への集中），４０１万円以上の層が相対的にすくないことが指摘される．

　　

・就業状況． 家族収入の合算世帯は１５．４％あり， これを家族就業者のある世帯とすると， Ｃ→

Ｂ→Ｄ団地の順でその割合がすく．なくなっている． これら家族就業率はＡ団地にくらべてかなり低

い比率であり， 郊外型１戸建ニーズ層世帯の特質であるかと思われる，

　　

ｃ） 職業

　

・申込者の職業と勤続年数（表は略）． 申込者の職業をみると， 公務員１６．３％， 民間企業（商店

をふくむ）その他７９．８％， 生協関係２．９％， 自営１．０％であった． 民間企業勤務者が多く， なかでも

地場企業が多い． 大中企業のなかでは， 自動車販売関係が多い． また運輸関係（タクシー会社など）

表ー８

　

前年度総収入（Ｂ，Ｃ・Ｄ団地）

　　　　　　　　　　　　

（

　

）内は合算者のある人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（合） は合算したランク

収
＼
入
速で 名 Ｂ Ｃ Ｄ 計

合 算 をふ
くむランク

～

　　

１００
（万円

２ （２） ２ （２）

～

　　

２００ １ （１） １ （１） ２ （２）

～

　　

２５０ ３ （３） ２ （２） ５ （３） １０ （８） ２

～

　　

３００ ３ （１） ５（合２） １３（合３） ２・（誉め ２５

～

　　

３５０ ｌｏ ７ （１） １３ （１） ３０ （２） ２８

～

　　

４００ ７（合２） ５（裾） １１（合２） ２３潜め ２７

～

　　

４５０ ５（合２） ２ ３ １０（合２） １２

～

　　

５００ （合１） （合１） ３ ３（合２） ５

５００．１～ ｌ １（合２） ２（合２） ４

不

　　

明 ｌ Ｉ ｌ

計 ３ｏぶる ２４（擢） ５ｏ（誉め 贈 綴る） １０４

備

　　　

考

申

　

込

　

者
本人の年収
最高と最低

最低

　

１９２万円

　　

（４１歳）

最高

　　

５３７万円

　　

（４０歳）

最低

　　

８１万円

　　

（３０歳）
１２０万円（４６歳）
（牛乳店自営）
最高

　　

５０６万円

　

（年齢不明）

最低

　

１１４万円

　　

（２６歳）
最高

　　

４９２万円

　

（３１歳）

３４
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も目立って多い． このように， Ａ団地にくらべて， 民間企業勤務者が圧倒的に多いのが， Ｂ・Ｃ・

Ｄ団地の特徴であり， このことは後に指摘する融資制度利用のタイプの差となってあらわれること

になる．

　　

・家族員の職業 （表は略）， 家族員の職業のうち明らかなものについて， 申込者の職業と関連さ

せてとらえてみると， 両者とも民間勤務者というのが大半であった． また， 続柄は配偶者の場合が

大半であり， いわゆる「共働きの核家族世帯」である． このうち，２０歳台世帯では， 子どものいな

い世帯のみであり，３０歳台では子どものいる場合の方が多くなっていた．

ｄ）従前住宅

　　

・従前住宅の所有関係（表１９）． 従前住宅は， 持家９，３％， 公共借家２２，７％， 民間借家（含アパー

ト）４８．５％， 給与住宅１８．６％， 同居１．０％であり， 民間借家からの移動が約半数を占める． Ａ団地

にくらべ， 持家からの移動はすくなく， この団地住宅の購入によってはじめて持家層となった世帯

が大半である． なお， この持家化に際して， 従前住宅からの地理的な近隣移動がかなりみられた．
たとえば， Ｂ・Ｃ団地は札幌市の東南部， Ｄ団地は西部にあるが， それぞれの地域に居住していた

世帯が近隣地域での分譲住宅供給に対応した形が多いといえる． とくにＤ団地では， 近くの公営住

宅からの移動層がかたまって存在する，

　

また， 申込者や家族 （主として妻） の勤務先所在地も， 従前住宅およびＢ・Ｃ・Ｄ団地と， それ

ぞれ近接した地域である傾向にあり， もともと 職住近接型″の居住志向の集団であったと推定さ
れる．

１｝

　　

・家賃・居住年数 （表２０）， 従前住宅の家賃・使用料と居住年数の状況は， Ａ団地の場合と同様

に， それまでの家賃にくらべ持家入手にともなうローンの月返済額の方がかなり上まわっている

ケースが一般的であり， 家計の支出増となっている． 一方， 住面積は従前住宅の 音前後になるも

のと推定されるから， 民間借家や木造アパートからの移動の場合は住居費負担の金額の上昇にもか

かわらず住生活上のニーズの満足感は大きいであろう． また， 給与住宅や公営住宅からの移動に際

表１９

　

従前住宅の所有関係（Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）

住宅所涌奔ぷ＼
地名

Ｂ Ｃ Ｄ 計

持

　　　　　　

家

公社公団アパート

公

　

営

　

住

　

宅

民

　

間

　

借

　

家

民間木造アパート

給

　

与

　　

住

　

宅

間

　　　　　　

借

同

　　　　　　　

居

不

　　　　　　　

明

５

　

＊

４

７

９

４

ｌ

１＊＊

３

７

８

５

３＊＊＊

２

１３

６

ｌｏ

９

７

９

　

９

　

１

　

３

　

２

　

０

　

２

　

７

　

熔

　

－

　

１

　

７

計 ３０ ２４ ５０ １０４

備

　　　　

考 ＊

　

３１歳（女

　

３７歳

　

３８歳

　

４６歳

　

４７歳

“４９歳 ＊”２８歳

　

３７歳

　

４０歳

３５
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嵐

　

子

表２０

　

家賃・居住年数例 （Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）

団

　

地

　

名 申込者年齢 住居所有関係 家賃・使用料 居

　

住

　

年

　

数 住宅融資月返済額
Ｂ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｃ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｄ

２９

３２

３６

３６

４０

４７

５３

３０

３１

３２

〃

３３

３５

３６

４７

２６

２８

３１

３３

３４

３５

３７

３９

４２

４２

民間木造アパート

給

　

与

　

住

　

宅

民

　

間

　

借

　

家

　　　

″

　　　　　

′′

民間木造アパート

　　

〃

民

　

間

　

借

　

家

民間木造アパート

給

　

与

　

住

　

宅

民

　

間

　

借

　

家

公団アパート

民間木造アパート

民

　

間

　

借

　

家

　　　

〃

民間木造アパート

民

　

間

　

借

　

家

民間木造アパート

市営アパート

民間木造アパート

　　　

″

市営アパート

給

　

与

　

住

　

宅

市営アパート

民

　

間

　

借

　

家

３５，０００

　

円

不

　

明

１５，０００

３０，０００

３７，０００

３５，０００

３８，０００

３０，０００

３０，０００

不

　

明

５５，０００

９，８００

４１，０００

１５，０００

３５，０００

不

　

明

３０，０００

３８，０００

４，９２０

２１，０００

３２，０００

７’０００

９，０００

７’０００

３８，０００

４

　　

年

　

ｌ

　

５

　

３

　

６

　

６

不

　

明

　

８

　

５

　

４

不

　

明

　

５

　

３

　

９

　

７

　

ｌ

　

４

　

２

　

ｌｏ

　

６

不

　

明

　

７

　

４

　

５

　

５

４６，５２３

　　

円

４７，７２７

５６，７２８

４７，６６４

５４，７２７

４６，４８６

４３，４１８

４９，２０３

３８，５８６

４６，８１１

６４，９５５

６９，８３０

４５，２８４

４２，６００

５２，３２５

３７，６３３

３７，６３３，

４４，２５４

４２，４０５

４５，２６１

４５，２６１

４４，５４１

４７，７８７

４３，４５６

７４，９９１

しては家計上の支出が６倍から９倍にもふくれるので， 時にはニーズの満足感を相殺することも留

意する必要がある．
居住年数については， 若年世帯についても， 世帯形成後ずっと従前住宅に住み続けていたとは，

必ずしも推定できなかった． これは従前住宅の不安定性の一端を示すともいえる．

　　

ｅ） 住宅価格と自己資金および副ー資利用状況

　

Ｂ・Ｃ・Ｄ団地は全戸に住宅金融公庫融資がついており， Ｂ団地は６７０・６８０・６９０万円の３種，
Ｃ団地は８４０・８５０・８６０・８７０・８８０・８９０・９００・９２０・９３０・９５０・９６０万円の１１種， Ｄ団地は７７０・

７８０・８２０・８４０・８５０・８６０万円の６種である．

　　

・融資利用の種類 （表２１）． 融資制度の利用状況をみると， 住宅金融公庫のみ２２．１％， 公庫と

年金転貸３１．７％， 公庫と転貸と労金３５．６％， 公庫と労金４．８％， 公庫と職場貸付１．９％， 公庫と労

金と職場貸付２．９％，公庫と転貸と職場貸付１，０％であり，Ａ団地にくらべて複数の融資制度を利用

した世帯が多い．また， 労金利用者は４３，３％，年金転貸利用者は６８，３％に上っている．一方，職場

貸付利用者は５．８％でありＡ団地世帯よりすくない．

　　

・年金転貸の利用状況 （表は略）． 転貸利用の状況をみると， Ｂ団地はＣ・Ｄ団地にくらべ融資

３６
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表２１

　

融資の利用状況（Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）

≦速戦
住宅金融公庫のみ 公庫と厚年転貸 公庫と厚年転貸と労金 公

　

庫

　

と

　

労

　

金 公庫と職場貸付

Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ

～

　　

２９

～

　

３４

～

　

３９

～

　

４４

～

　

４９

～

　　

５４

５５

　

～

不

　

明

・ １

　 　

つ レ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ー １

． ム

　 　

ウ ム

　 　

ｎ ／ Ｑ

　 　

Ｉ １

　 　

ｎ ア ム

　 　

ー ←

　 　 　 　 　 　 　

． ▲
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限度額ちかくまで借入れている傾向がつよかった． これは， 公庫融資額がＢ団地では最低であるこ

とと関連をもっと推定して差支えないようである． なお， 配偶者もあわせて借入れた事例はなかっ
た．

　

・労金の利用状況 （表は略）． 労金の金利は民間金融機関並みであるから， 融資の利用順位から

いって下位になるわけであるが， これについても長期返済傾向が顕著にみられた． 借入れ金額は，
３００～４００万円以上の事例もあるが多くは１００万円台であり，転貸融資の不足分をおぎなう，といっ
たタイプが多いと推定された．

　

・融資の比率 （表２２）． 住宅価格に対する融資額合計の比率は，５０％未満が３，８％，５０，１～６０％

が８．７％，６０．１～７０％が１２．５％，７０，１～７５％が６．７％，７５．１～８０％が２６．９％であり， 通常の住宅ロー

ン限度割合である７～８割内に５８．６％が分布している， 一方，８０．１～８５％が３．８％，８５，１～９０％が

３３．７％，９０．１％以上が３．８％あり， これらの高率融資事例ではとくむこ職場貸付利用者が多く， その

人々の職業は公務員と生協勤務者が中心である．

　

・自己資金（表２３）， 上記のことがらは自己資金の少なさを意味している． 自己資金が２００万円

未満の層は３８．５％，３００万円未満層は２３，１％，４００万円未満層は１３．５％であり，４００万円以上の目
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表２２

　

融資比率 （Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）

　　　

（融資額合計／住宅価格）
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表２３

　

自己資金額 （Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）

　　　

※印はうち収入合算者
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己資金を用意した世帯は約１／４にすぎない．最高は８２８万円，最低は９７万円（公庫十職場５００万円十

労金２００万円を借入れた３７歳公務員のケース． 融資利用率９３．５％） の自己資金例が存在した．

　　

ｆ） 収入水準と融資の返済

　　

・返済率とステップ償還世帯数． 公庫の返済年利率は， Ｂ・Ｃ団地は５．０５％， Ｄ団地は
５．５％，

また転貸は６．１５％， 労金は８．４％と８．５２％が適用されている．したがって融資金額が相対的に大き

く公庫年利５．０５％のＣ団地が公的資金利用世帯として最も有利である．

　

公庫融資のステップ償還（当初の数年間だけ返済額を低く据置く方法）の利用は， Ｂ団地３０％，

Ｃ団地２９％， Ｄ団地８６％ （いずれも資料記入不備のため推定） である （表は略）． ステッ
プを利用

すると， 当初は年間約１０万円前後すくない返済額で済むことになる．ただし，その
あとは，ステッ

プなしの場合にくらべ返済金額は高額となる．

　　

・年返済総額と返済比率 （表２４・２５）． 表２４は年返済総額である．７５．１万円から８５万円の返

済額をもつ層が３６．９％ありピークをなしている．公庫融資のみの世帯の返済額はＢ・Ｄ団地は５０万

円前後， Ｃ団地は５０～６０万円前後であるから， 低い返済額層は大体ここにふくまれる（公庫のみの

世帯は２２，１％存在する －－表２１参照）． Ａ団地に対するＢ・Ｃ・Ｄ団地の特徴の１つは，
前述のよ

うに， 職場借入れ（勤務先借入れ）世帯がすくないことであり， Ａ団
地では６０万円未満返済層の約

１／４がその他に職場借入の返済義務をもっていたのにくらべ， 表２４における数字は，当該世帯の返

済実額に近いわけである．すなわち，９０万円を越える返済額をもつ世帯がＡ団
地より多数あるが，

Ａ団地では職場借入れの返済をさらにあわせて考える必要がある．

　

表２５は，前年総収入に占める年返済総額の比である．Ａ団地にくらべ，返済総額が収入において

占める割合はここに示される限りでも，より大きい．返済比率の低い世帯はＡ団地により多く，Ｂ・

Ｃ・Ｄ団地では１０％以下の返済比率例は存在しない． なかでもＢ団地は公庫融資額が低いので年
金
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転貸利用が大きく， 年返済総額も返済比率も高い方にかたよっているし， 一方， Ｄ団地ではやや低

い方にかたよりが生じていた （表は省略）．

　

なお， Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ団地のいずれについても， 年返済総額は収入の３０％の限度内にあるのが大

半であるが， 総収入自体が大きくないことを念頭におけば， 多くの世帯にとって住宅ローンの返済

が家計構造に与える影響は大きいであろうと予想せざるをえない，表２４によれば，低収入層は返済
金額もややすくない傾向にあるといえなくもないが， たとえば， Ｄ団地の或る世帯は次のような特

徴をもっている，

　

〔例〕３５歳，タクシー運転手，市営住宅居住（家賃７．０００円），夫婦と子ども二人，前年総収入２８４

　

万円， 公庫８５０万円， 年金転貸２２０万円， 労金１００万円， 自己資金１６９万円． 年返済額合計７７．５
万円， 総収入の２７，３％． 月返済額４．４万円，

　

このケースなどは， 入居後の家計変動がかなり大きいと推定されるであろう （家賃７，０００円から
ローン４４，０００円へ）．

　　

・月返済額 （表２６）． １ヶ月当りの融資返済額の分布をみると， Ａ団地 （表１５） と同じく， 金

表２４

　

前年総収入と年返済総額（Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）

　　　

＊印はこの他に勤務先借入のある者
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表２５

　

前年度総収入に対する年返済総額の比 （Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）
＼年返済比率
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融公庫のみから借り， 手当払いを併用して返済する世帯の返済月
額は２．５万円前後であり， 毎月払

いのみだと４．５万円前後である．表によると，４万円台の月
返済世帯が集中的に見出される．一方，

６万円台以上の月返済額は， 比較的に収入の高い層や家族収入の合算のある
世帯に多く， かつ， 年

金転貸も労金も併用のうえ月払いだけで手当払いをおこなわない世帯に多くみられた （表は略）．

　

なお， 公庫と年金転貸の返済期間は， Ｂ・Ｃ・Ｄ団
地は木造なのでいずれも２５年賦（毎月払い３００

回） で計算されている． また， 上述の返済金額には，
住宅生協による手数料 （月５００円） はふくま

れていないので， 実際の金額は上記より年間６，０００円を
上まわる．

表２６

　

月返済額 （Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）
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ｇ） 小括

住宅金融公庫付１戸建木造建売住宅のニーズ層の性格は， 次のように要約されよう，

　　

・中高層形式 （マンション） のニーズ層より， 若年世帯も高齢世帯もすくなく， これを

　

一子育

て年齢層″ へのより一層の集中ととらえることができる．

　　

・平面８０ｍ２前後の建売住宅には， 上述のように学齢前および義務教育段階と推定されるライ

フ・サイクルの核家族（－－世帯主年齢３０歳台）が集中的に対応しており， その中に老人をふくむ

ケースはあまり多くない．これを，建売ニーズ層は老人同居を
包含しえない生活構造とみるべきか，

包含する必要がない層とみるべきかは， のちに調査する必要があろう， 一般に老人同居世帯には，

すでに親の持家があったり， 既存の土地・建物に新築や増改築をするいわゆる注
文生産型住宅ニー

ズが多く存在する傾向を容易に推定することができる．

　　

・世帯の職業では民間企業雇用者がかなり多かった， なかでも運輸関係従事者 （トラック・
バ

ス・タクシー運転手など） の集団がやや目立って多くＡ団地とはこの点でかなりの性格差が指摘で

きる．

　　

・収入水準は， Ａ団地よりも高低の幅がすくなく中位へ集中しており， ま
た家族の就業の割合

はかなり低くなっている． 家族就業が少数であるのは郊外型住
宅志向群の特質であろう．

　　

・従前住宅は， 民間借家とくに木賃アパートが多く公営借家がそれに次ぐ． 勤
務地と従前住宅

地と分譲住宅地とが近接している例が比較的多い。

　　

・住宅融資の制度はその複数利用が多く， その中心は， 公庫に年金転貸と労金をあわせた形で

ある． その金額もＡ団地より大きい． 一方， 勤務先貸付 （職場
貸付） の利用はすくなく， Ａ団地の

公務員層に集中的にみられた高額のこの制度への依存はＢ・Ｃ・Ｄ団地では存在しない． この点で

いわば， Ｂ・Ｃ・Ｄ団地ニーズ層は， 民間雇用者型である．

４０
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・融資の返済は長期にわたるものであり， 毎月の返済額は， 民間借家家賃分 （従前住宅住居費）

と，従前住宅より住平面が広くなった部分のプラス金額分，といったふくらみ方があらたに生れる，
という形の家計膨張が発生する． 公共住宅居住者の場合は負担増感覚がさらに大きいであろう．

　　

・住宅入手に際しての自己資金の用意はすくなく， したがって融資依存度が大きい．

　　

・社会階層は大まかにみて， 公的職業層がすくなく， 民間企業はとくに中小企業へのかたより

が大きいがＡ団地とあわせて，「金融公庫融資を利用した建売ニーズ層」という漠然としたまとまり

を考えることができる． すなわち， 次にのべる年金還元融資ニーズ層には上記にたいしやや対照的

な側面がいくつか指摘されるわけである．

（３） 勤労住協ＥｏＦ団地（土地付１戸建・厚生年金還元融資付）

　

Ｂ・Ｆ団地も， 札幌市の郊外の， 各種の団地造成がおこなわれている地域の一画に開発された，
土地付１戸建分譲の事例である．厚生年金還元融資付であり民間雇用者世帯のみがこの分譲の対象

となる．

　　

ａ） ライフ・サイクル上の特徴 （表２７）

　　

・年齢．年齢分布は，２９歳までが２０．０％，３０～３４歳が５１．１％，３５～３９歳が１５．６％であり，Ｂ・

Ｃ・Ｄ団地にくらべて若年層への集中が大きく， Ａ団地の年齢構成とやや似ている，

　　

・家族構成． 家族の形態は，８２．６％が核家族であり， うち７世帯は夫婦のみ，３１世帯が子ども

をふくんでおり子ども２人の「４人核家族」が圧倒的に多い． 親をふくむ世帯は１７．４％であり， Ｂ・

Ｃ・Ｄ団地より多い傾向にある．「親夫婦と申込者」（１世帯） は形式的には核家族であるが， これ

はその住宅で申込者が結婚同居をすることも推定されるので， 本稿ではいわゆる核家族には加えな

かった．

　　

・子どもの年齢． 子どもの年齢は不詳であるが，３０～３４歳層に， 子ども１人ないし２人という

世帯が集中しているのでその多くが学齢前後であると推定してよい． なお， 若干の世帯で高年齢層

表２７

　

入居申込者の年齢と家族構成（Ｅ・Ｆ団地）

溢対そ
～２４ ～２９ ～３４ ～３９ ～４４ ～４９ ～５４ ５５～ 不明 計

Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ 計
夫

　　　　　　　　

婦

夫婦と子ども１人

　　

〃

　　　　　

２人

　　

〃

　　　　　

３人

　　

〃

　　　　　

５人

親夫 婦と 申込者

親 １ 人と 申込者

親１人と夫婦と子１人

　　

′′

　　　　　

３人

親夫婦と夫婦と子１人

１ １

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１ ←

ｎ ！ Ｕ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ ←

　 　 　 　 　 　

１ １

１ ふ

　 　

１ ｉ

　 　

１ ←

ｎ ソ ”

　

 ^Ｘ Ｕ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｎ ′ ”

　

ク ム

． ふ

　 　

ｑ ｕ

　 　

ｒ ヘ リ

１ ふ

　 　 　 　 　 　 　

Ｑ Ｕ

　 　

Ｉ １

　 　

１ ←

ｌ

ｌ

Ｉ

Ｉ

２

Ｉ

ｌ

５

５

１１

ｌ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

３

２

ｎ ′ ｕ

　 　

１ ４ ．

　

ｎ ｘ ｖ

　 　

ｌ ▲

　 　

ｎ ｖ

　 　

 ^Ｕ

　 　

 ^Ｕ

　 　

 ^Ｕ

　 　

ハ Ｕ

　 　

 ^Ｕ

７

９

１９

２

Ｉ

Ｉ

ｌ

ｌ

３

２

計

２

　　

ー

２

４

　　

３

　

一

７

１４

　　

９

、

　　　　　　　　　　　

ノ

　

２３

６

　　

１

７

１

　　

１

一
２

－

　　

Ｉ

　

一

Ｉ

２

　　

－

ー

　　　　　　　

ノ

２

１

　　

－

ｌ

１

　　

－

　

、

　　　　　

ノ

ｌ

３１

　

１５

、

　　　　　

Ｙ

　　　　　　

′
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の子どもが同居していると思われる．

　　

ｂ） 収入水準

　　

・前年度総収入（表２８）．１０１～２００万円層２．２％，２０１～２５０万円層４．３％，２５１～３００万円
層１７．

４％，３０１～３５０万円層４５．７％，３５１～４００万円層１５．２％，４０１～４５０万円層１０．９％，５５１～６００万円層

２．２％，６０１万円以上層２．２％であり， 日・Ｆ団地はともに３０１～３５０万円層への集中が大きい． この

集中割合はＢ・Ｃ・Ｄ団地よりもさらに大きく， かつ， Ｂ・Ｃ・Ｄ団地よりも高収入層はよりすく

ない． したがって， Ａ， Ｂ・Ｃ・Ｄ， Ｅ・Ｆの３種を比較すると， このＥ・Ｆ団地の収入水準が最

も低い傾向にある （いずれも家族収入の方の合算によるもの）．

　　

・就業状況， 家族収入の合算のある世帯は，１５，２％でＢ・Ｃ・Ｄ団地の状況とほぼ同じで
ある

が， Ｅに多くＦでは１世帯のみである．

　　

ｃ） 職業

　　

．申込者の職業と勤続年数 （表は略）． Ｅ・Ｆ団地は厚生年金還元融資付分譲であるから， 申込

者の全員が民間企業の雇用者である． この点でＡはもちろんＢ・Ｃ・Ｄ団地入居世帯との間にもか

なりの職業差が存在する． 地場の中小企業や商店勤務世帯が多く， また地位事例をみると市
内事業

所の管理職世帯もやや目立っている． 公団勤務は１例， 大手ないし全国企業の札幌支店勤務世帯は

１１例であった。

　　

・家族員の職業 （表は略）． 家族員の就業者の大半は， Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ団地と同様に配偶者であ

表２８

　

前年度総収入（Ｅ・Ｆ団地）

　　　

（

　

）内は合算者のある人数（合）は合算したランク

，益蒙 Ｅ Ｆ 計
合算をふく
む ラ

　

ン ク

～

　　

１００

～

　　

２００

～

　　

２５０

～

　　

３００

～

　　

３５０

～

　　

４００

～

　　

４５０

～

　　

５００

～

　　

５５０

～

　　

６００

６００，１

　

～

４（３）

３（２）

２（合１）

１３（１）（合１）

６（合１）

３（合１）

　

（合１）

　

（合１）

Ｉ

６（１）

８

　

（合１）

４（３）

４（２）

８（１）（合１）

２１｛１）（合１）

　

６（合１）

　

３（合２）

　　

（合１）

　

（合１）

４６（７）（合７）

Ｉ

２

８

２１

７

５

ｌ

ｌ

計 ３１（６）（合６） １５（１）（合１） ４６（７）（合７） ４６

備

　　　

考

（申込者本

人の年収）

最低

　

２２歳（すり
１１６，５万円

最高
５３歳
４３０．８万円

最低
３２歳
２４７，３万円

最高
３９歳
３２３．８万円

４２
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る． ２例の， 女性名義のケースがみられたが， ２例とも配偶者である夫や， 親の収入の方が大きい

（いずれも公務員）． なお，「共働きの核家族世帯」 のうち， 子どものあるのは３世帯であった．

　　

ｄ） 従前住宅

　　

・従前住宅の所有関係（表２９）． 従前住宅のう

ち， 持家は２例 （４７・５９歳）（５．１％） であり， 公

共借家が２８．２％， 民間借家 （含アパート） が５３．
８％，でこの２者で大半を占める．とりわけ木賃ア

パートからの脱出のためのはじめての持家取得と

いう形が多い．なお，従前住宅との地理的関係は，
Ｂ．Ｃ・Ｄ団地と同様に多くの場合， 近隣地や同

一地名地あるいは同一交通機関の線上にあり，
Ｅ・Ｆ団地はともに， 従来から札幌市の北東地域

や周辺東部の公共団地に居住していた世帯が多く

対応したことが指摘される． この点はＢ・Ｃ・Ｄ

団地ときわめて似た性格をもつ．

　　

・家賃・居住年数 （表３０）． 従前住宅の家賃事

例をみると， Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ団地と同様に， 住宅

表２９ 従前住宅の所有関係

　　　

（Ｅ・Ｆ団地）

住宅
所有関係

ポミ
也名

Ｅ Ｆ 計

持

　　　　　　　

家

公社公団アパート

公

　

営

　

住

　

宅

民

　

間

　

借

　

家

民間木造アパート

給

　

与

　

住

　

宅

間

　　　　　　　

借

同

　　　　　　

居

不

　　　　　　

明

１※

３

６

２

ｌｏ

４

ｌ

４

１※※

２

３

６

３

２

　

３

　

８

　

５

　

１

　

６

　

４

　

一

　

１

　

７

計 ３１ １５ ４６

備

　　　　　　

考 ※５９歳 ※※４７歳

表３０

　

家賃・居住年数例（Ｅ・Ｆ団地）

団 地 名 申込者年齢 住宅所有関係 家 賃 ・ 使用 料 居住年数 住宅融資月返済額
Ｅ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｆ

２９

　

（歳

２９

３０

３１

３１

３２

３２

３２

３３

３３

３５

３７

３８

３９

４１

２６

２８

３１

３１

３２

３４

４１

給

　

与

　

住

　

宅

市営アパート

民間木造アパート

民

　

間

　

借

　

家

民間木造アパート

　　

〃

道営アパート

民間木造アパート

公団アパート

道営アパート

市営アパート

民

　

間

　

借

　

家

公団アパート

道

　

営

　

住

　

宅

給与住宅（女）

民

　

間

　

借

　

家

民間木造アパート

民

　

間

　

借

　

家

民間木造アパート

３０，０００円

１２，０００

３５，０００

３３，０００

３８，０００

２５，０００

１４，０００

３５，０００

５６，０００

１４，０００

３５，０００

４３，０００

２９，０００

１８，７６０

５，７００

３５，０００

３０，０００

３０，０００

３０，０００

３５，０００

３５，０００

２５，０００

４

　　

年

２

Ｉ

５

５

不明

６

４

２

８

６

４

４

４

不明

２

２

０．５

７

３

３

５

５６，６１１円

５４，７１３

４０，０００

５２，２６９

５４，７１３

５６，６１１

５７，２３２

不明

５３，０９３

５４，０９３

５８，６１１

不明

５９，０９３

５５，３３３

６３，６１１

２１，５６０

３１，８８５

３２，７５５

２１，５６０

４０，１９６

４５，８３２

３６，８８５

４３
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取得にともなう融資返済額の方が家賃をはるかに上まわるケースが多く， とくに公共借家の場合そ

の倍数が大きい． また年齢層のたかい世帯ではとくに， 従前住宅居
住年数のみじかい例がみうけら

れる．

　　

ｅ） 住宅価格と自己資金および融資利用状況

　

Ｅ・Ｆ団地には年金融資がついており， 一律に， Ｂ団地は６７０万円， Ｆ団地は８７０万円である．

　　

・融資利用の種類 （表３１）．
４６世帯のうち，年金融資のみを利用しているのは１０．９％でありＦ団地では２６．７％で

ある．年金の

ほかに年金転貸をあわせているのは４１，３％，Ｅ団地では半数の世帯がこの形である．年金と転貸の

他にさらに労金融資も利用しているのは４５．７％で最も多い． 年金と労金の併用は１世帯（２．２％）で

あり， 勤務先融資利用は， 住宅の購入申込段階では皆無である． Ｅ団地の方が
年金融資額が低いの

で， 融資制度の多種利用が多くなっているといえる． また
金融公庫利用世帯 （Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ団地）

にくらべても， Ｅ団地は制度の多種利用の割合がたかい．

　

年金転貸の利用状況 （表は略） については， 若い年齢層にめ一杯の， 高年齢層に足し前程度の利

用金額の傾向が指摘できた． また， 転貸利用額が被保険者期間にくら
べて少額であるケースでは，

労金融資を利用しない傾向にあった．

　　

・融資の比率（表３２）． 住宅価格に対する融資額合計の比率は，５０％未満なし，５０．１～６０％
が２．

２％，６０，１～６５％が６，５％，６５．１～７０％が６．５％，７０．１～７５
％なし，７５．１～８０％が３２，６％，８０．１～８５％

表３１

　

融資の利用状況（Ｅ・Ｆ団地）

語藁
年

　

金

　

の

　

み 年 金 と 転 貸 年金と転貸と労金 年 金 と 労 金 年金と勤務先 計

Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ Ｅ Ｆ

～

　　

２４

～

　　

２９

～

　　

３４

－－

　　

３９

～

　　

４４

～

　　

４９

～

　　

５４

５５

　

～

不

　

明

Ｉ
１ Ｌ

　 　

Ｑ Ｕ

 ^ｄ

　 　

Ｒ Ｖ

　 　

Ｑ Ｕ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 ^ソ ム

　 　

ー ←

ｎ ア ム

　 　

ー ▲

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

． ←

． ←

　 　

． ←

　 　

 ^× ）

　

２ Ｕ

　 　

Ｉ ←

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

． ←

に Ｕ

　 　 　 　 　 　 　

． ←
ｌ

２

　

４

　

１

　

４

　

６

　

１

　

一

　

２

　

１１

ハ ｄ

　 　

Ｑ ジ

　 　

ー １

　 　

１ ←

　 　

． ▲

計 １

　　　　　

４

　

５

１５

　　　　　

４

Ｌ

　　　　　　　　　　

Ｙ

　　　　　　　　　　　

ノ

　　

１９

１５

　　　　　

６

Ｌ

　　

２１

－

　　　　　

ｌ

　　　　

、

　

ｌ

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー ３１

　　　

１５

、

　　　　　　　　　

Ｙ

　

４６

表３２

　

融資比率（融資額合計／住宅価格）（Ｅ・Ｆ団地）

壷賢遜 ～５０ ～６０ ～６５ ～７０ ～７５ ～８０ ～８５ ～９０ 計

Ｅ

　 　

Ｆ

ｌ
リ ム

　 　 　

１ １

ｌ

２

１２

３

２

３

１３

６

３１

１５

計 ｌ ３ ３ １５

　

５ １９ ４６
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建売分譲住宅ニーズ層の分析

が１０．９％，８５．１～９０％が４１．３％であり，高い融資比率の方にいちじるしくかたよっている，Ｂ・Ｃ・

Ｄ団地よりもこのかたよりはいちじるしい． また， ＡおよびＢ・Ｃ・Ｄ団地ではこの高率融資利用

層には職場貸付利用者が多かったのにたいし， 日・Ｆ団地では年金の他に転貸および労金融資を併

用した高率融資利用が一般的である． Ｅ・Ｆ世帯の方が利子の高いローンへの依存の大きい傾向が

指摘されよう． とくに年金融資額の低いＥ団地でこの点が明らかである。

　　

・自己資金 （表３３）． 表３２のように住宅価格の７５％以上を各種融資に依存するケースが多いと

すると，自己資金部分は当然すくなく，その金額も多くない．表３３によれば，自己資金の１５０万円

未満層は６．５％，１５０．１～２００万円層が３４．８％，３００万円未満層が４１．３％，４００万円未満層が６．５％，
５００万円未満層が８．７％，６００万円以上層 （６２６万円，２２歳（女）と母親＝札幌市役所勤務の計）は

１人である． これらの数字は， このＥ・Ｆ団地が， Ｂ・Ｃ・Ｄ団地 （金融公庫利用世帯） にくらべ

てさらに低い自己資金額の層にかたよっていることを示している， 自己資金額の最低はＥ団地では

３０歳の１４８万円， Ｆ団地では３１歳の１４８万円であった．

　　

ｆ） 収入水準と副！資の返済

　　

・返済利率とステップ償還金額． 年金融資の年利は５．０５％であり， 年金転貸はＥ団地では５．
５５％，６．１５％， Ｆ団地では６．１５％，６，６５％， 労金融資はＥ団地では８．４％， Ｆ団地では８．５２％，８．

６４％であった．

表３３

　

自己資金額（Ｅ・Ｆ団地）

　　　

※印はうち収入合算者

　　

自己資金＼＼＼＼
＼
万円）

団地名
～

　

１５０ ～

　

２００ ～

　

２５０ ～

　

３００ ～

　

３５０ ～

　

４００ ～

　

４５０ ～

　

５００ ～

　

５５０６００，１～ 計

Ｅ

　 　

Ｆ

２
※２

ｌ

」・
※ｌ

５
※Ｉ

３
※１

２

Ｉｏ
※ｌ

４

・
※ｌ

ｌ

Ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

Ｉ

ｌ ３１
＊６

１５
※Ｉ

計 ３
＊２

１６審
２

５
※Ｉ

１４
＊１

・
※ｌ

２ ２ ２ Ｉ ４６
※７

表３４

　

前年総収入と年返済総額（Ｅ・Ｆ団地）

≧素～５０ ～５５ ～６０ ～６５ ～７０ ～７５ ～８０ ～８５ ～９０ ～９５ ～１００ 不明 計

～

　

２００

～

　

２５０

～

　

３００

～
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～
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～
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～
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明
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１ １

２

８

２１

７

５

ｌ

ｌ

ｌ
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子

　

年金融資のステップ償還はＥ団地にはなく， Ｆ団地では全戸についている． 返済方法と金額は同

一融資額については一律である． Ｆ団地の場合， 当初の３年とその後の年返済額は，４８４，９２２円（手

数料６，０００円こみ） および６５５，９０２円 （同） である （８７０万円融資）．，

　　

・年返済総額と返済比率 （表３４．・３５）． 年返済総額は５５万円以内が５件 （１３，２％） でこれは年

金融資のみの利用地帯である． ほかの層は１００万円未満までに広く分散しているが， なかで８５．

１～９５万円層に２８．９％が集中しているのが指摘される， Ｂ・Ｃ・Ｄ団地にくらべ， 年返済総額はや

や大きい．

　

前年度総収入にたいする年返済総額の割合をみると（表３５），１５．１～２０％の返済比率をもつ世帯が

２６．３％，２０．１～２５％返済の世帯が３４．２％，２５．１～３０％返済の世帯が３４．２％あり，返済比率はＢ
・Ｃ・

Ｄ団地よりやや高い方にかたよっている． なお，１５．１～２０％返済の世帯は， 低利の年金融資
額が大

きくかつステップ償還のあるＦ団地に多い．

　　

・月返済額（表３６）． 月返済額では３～４万円層と５～６万円層という２つの山
がみられる． 返

済額のすくない層は年金融資以外の制度をあまり利用していないグループである． 併用は， 前述の

表３５

　

前年総収入に対する年返済総額の比（Ｅ・Ｆ団地）
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表３６

　

月返済額 （Ｅ・Ｆ団地）
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ように年金転貸を附加した場合が多く労金をさらにそれにあわせたものが次ぐ（表３１参照）． 労金

融資返済例は大半が転貸も利用していることが指摘され，年返済総額の大きい方のグループがこれに

あたるわけである （表３４参照）．

　　

ｇ） 小括

　

年金還元融資付１戸建木造建売住宅のニーズ層は， 当然のことながら， ほぼ全世帯が民間企業勤

務者であり， しかも職場貸付利用のほとんどないことから推しても中小企業世帯が多いといってよい

であろう． その特質は以下のようである．

　　

・世帯構成は， 金融公庫付分譲住宅ニーズ層ときわめて似ており，３０歳前半層の核家族世帯と

いうのが代表的パターンである．ただし老人同居世帯はＦ団地にやや多く他団地と対照的であるが，
本稿の段階ではその理由は摘出できない （分譲住宅の平面の広さとの関係では老人同居世帯はＦ団

地内のやや広い住宅を選択している傾向がみられるが）．

　　

・従前住宅は， 公共借家および民間借家が大半を占め， また， 勤務地・従前住宅地・分譲住宅

入手地はともに地理的に近接している傾向にある． また持家移行に際して住平面は２倍程度に拡大

していると推定される． これらの点は， 公庫融資付１戸建ニーズ層の持家化移動の内容ときわめて

似た特徴をもっている，

　　

・住宅融資制度の複数利用は多いが， なかで， 職場貸付のような企業内福利施設や共済組合に

よる低利融資を利用する機会を持っていない事例が一般である． 民間企業勤務世帯の公庫または年

金融資利用に際しては，年金転貸および労金融資（または民間金融機関融資）が補完的に利用され

るのが最も多い形式なのである． パターン化していえば， 公的職業または大企業勤務世帯では職場

貸付が， 民間企業とくに中小企業世帯では年金転貸が， それぞれ抵当順位第２位クラスの低利ロー

ンとして活用されるわけである．

　　

・融資の返済は， 年金， 年金転貸， 労金ともに長期割賦である。 年金のステップ償還のついて

いる方が， 当初の家計にとっては有利であろう． なお， 返済方法は公庫の場合は選択できるのにた

いし年金の場合は一律に定められている．ローンの負担比率は，今日のいわゆる「通常範囲内」 であ

る住宅価格の７０～８０％にはおさまらないケースがかなりある．

　

これら入居世帯がライフ・サイクル上の， 教育費膨脹期に入るのは数年後である． その期間まで

に， 家計が最初の膨脹段階をのり越えるとみるべきか否かは， 本稿では明らかに出来ない．

　

むすび

　

本稿は， 住宅生協の供給にかかわる建売分譲住宅のニーズ層の， 対応当初の諸特徴について， 若

干の指摘をおこなったものである． 分析は， これら生協住宅の購入が書類上決定しローンとその支

払方法および支払金額が決定した段階でおこなわれたものであって， 住居移動とその後の生活問題

については未知のままである． その追跡はのちの課題である．

　

近年のわが国の持家化移動一般については多くのすぐれた研究集積があり２），また家計実態を詳細

に見る機会もいくつか存在しているので３｝，本稿もそうした文献資料をかたわらに踏まえて，今回の

調査対象を今後も時間的に追ってみたいと考えている．
本稿の分析にあたって， さしあたり棚上げしてきたいくつかの問題点を最後にしるしておきたい

と考える．
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第一は， 住宅市場においていわゆる建売分譲マンション・１戸建という
商品が多数供給されてい

るなかで， 労働組合や労働金庫等の労働者組織を直接間接の
バックとしている勤住協加盟の住宅生

協が売出しているそれらは， 相対的にどの程度の質的レベルのものであるのか， そして
建売分譲住

宅ニーズ層のなかでそれら生協住宅を選択するのは相対的にどのような社会階層であるのか， と

いった全般的な状況把握を明らかにしてこなかった点である． 本稿でいえることは， 生協住宅ニー

ズ層のほとんど全部が勤労者世帯であり， 住宅生協自体が労働者団体と組織的につながっていると

いう意味で自主福祉的な住宅ニーズの充足が部分的におこなわれてきている， という労働問題上の

一分野の解明をある程度おこなってきた， ということである．

　

が， 本稿の持家ニーズ層が民間建売ではなく生協建売を選択した
理由はおそらく決定的に， 住宅

生協の公的融資枠が民間建売より大きいことと， 住宅生協に不動産事業体としての信用感があるこ

ととであろう． ただし， 労働組合の人的パイプや情報
パイプによって生協住宅を選択したのが全数

でないことは， 公募の形式からみても推定される． また， 民間建売にくら
べて生協住宅が相対的に

安価である傾向はその供給方法からみて首肯しうるが， とびはなれて安価であるはずはない． そし

てそもそも住宅商品というものは， 立地条件や土地面積や平面やらの綜合的な評価がニー
ズ層に

よって個別的におこなわれるものであるから， 結果的にいえば生協住宅ニーズ層は機会があれば適

当な民間建売という代替商品をも容易に選択しうる階層でもあるといってよいのではないか， と思

われるのである． また， 今日， 一般の建売住宅においても，
公庫融資の不足分は全て自己資金にた

よるのではなく転貸融資や職場貸付や民間金融機関のローンに依存するのであり住宅価格の

７０～８０％に上る融資利用が一般的であって， 民間建売ニーズ層と生協住宅ニーズ層とのあいだに収

入水準や社会階層差を分出することはかなりむずかしいのではないかと推定されるのである． 生協

住宅取得者は， 幸運にも低利の公的資金を他より多く借入れる
機会をもったグループであるといっ

てよい，

　

第・二は，ローンについての金利変動の問題である．本稿の対象となった１９７９
年の建売分譲は，近

年における最低金利のときにローンが設定されたものであり， 本稿の執筆段階では一般の金利上昇

のなかで， なお据置かれている． したがってこれらの
生協住宅購入者のローン負担は相対的に軽く

なっており， また建築費の高騰による住宅価格の上昇がす
ぐそのあとの住宅建設に押寄せている点

からいっても， 本稿の対象とした生協住宅は明らかな 「お買得
商品」となるにいたった． これらの

点は， 持家入手後の家計変動と生活変動を追跡しようと
する今後の作業にとってやや楽観的な評価

を生み出すことになるかもしれない， という感じが否めない． 住宅ローン家計論はま
たのちの課題

である．

　

第三は，実は札幌市には，上述の勤労住協のほかに，２つの，
年金融資付建売分譲業務をおこなっ

ている単独住宅生協があり， その１つであるＴ住宅生協については比較検
討しうるデータの若干が

私の手許に存在していたが， 紙数の都合で執筆を割愛せざるをえなかったことである．
要点のみを

しるすと， これら小規模の単独住宅生協の供給住宅は， 価格は
より低く土地面積はより小さく， 社

会階層的には中小企業や商店勤務世帯がより多い， といった特徴をもっている． また金融機関融資

は労金ではなく， 地方金融機関や生命保険会社である． 結
論的には， これら単独生協の住宅供給を

自主的福祉の一形態と考えてよいかどうかは判断しきれないところであり， むしろ民間建売の変型

という感がつよい． これらについては別の機会にふれるこ
ととする．
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１）この、＼職住近接型″志向は， おそらく地方都市において一般的に見出されるそれであって， 大都市におけるい

わゆる「居住立地限定階層」とよばれる低所得型をそのまま意味しているわけではないであろう， しかし， 年齢

および収入水準などの構成から推定して， 本稿の
一職住近接型″の一部は低所得型的であるとも考えられる．名

古屋大学早川研究室編『生活・住宅・環境』（Ｅ＆Ｅ．１９７５） 参照．
２）国民生活センター『大都市圏周辺部における住宅取得』（１９７８，１９７９）， 同『大都市市街地の高層集合住宅取得』

　

（１９８０）， など．
３）総理府『家計調査年報』（１９７８）ｐｐ．３６－３９など，

本稿（その１・その２）の執筆にあたって， 北海道勤労者住宅生活協同組合（本稿で勤労住協と略称したもの）

第二事業部長野村博計氏に一方ならず御世話をいただいた． 深謝する次第である，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（本学教授・札幌分校）

４９


